









































































































































































































































































































































































































































































































当、 平 成 28年 9月 1日、http://www.mext.go.jp/
b_menu/shingi/chousa/gijyutu/025/shiryo/1377850.
htm） 
 　○文化や科学リテラシーに対して政策がどう
いう役割を果たすべきか考えるべき。 
 　○数値には表しにくい心理的なことや感覚
は、データとは別に大事なもの。理系のデー
131社会と倫理　第32号　2017年
タに基づくサイエンスと、人々が何を考え
て生きているかという人文・社会分野両方
が必要。 
 　○科学的なエビデンスを持ってやっていくと
いうときに、人々の感覚をどう捉えていく
べきなのかというのが大きな課題。 
 　○科学の前の部分での情報の収集あるいは認
識の一致、そういったものが必要。 
 　○人々が幸福と思うかどうかといった価値観
も、もう少し考えられてもよい。 
 　○社会のモラルに関するところは、国として
大きく取り組まなければいけない問題。 
 （7）JST/CRDS「調査報告書 エビデンスに基づく
政策形成のための「科学技術イノベーション政
策政策の科学」構築―政策提言に向けて―」
2010年、54 ― 55頁、https://www.jst.go.jp/crds/
pdf/2010/RR/CRDS-FY2010-RR-03.pdf 
 （8）この指摘は、外部の有識者（一部、文系にま
たがる領域のものもいるが、人文・社会系出身
は12名のうち1名）からのものである。 
 （9）JST/CRDS「アドバイザリー委員会の評価と
助言を受けて」2017年4月、2頁、https://www.
jst.go.jp/crds/about/pdf/after_hyouka_12.pdf 
 （10）CRDSは、例えば人工知能（AI）技術の進
展が「人間とは何か」といった問いを惹起する
といった具体的な問題を指摘したうえで、人社
連携の必要性を主張し取り組んでいる。すで
にCRDSは、平成27年度検討報告書「自然科
学と人文・社会科学の連携に関する検討―対話
の場の形成と科学技術イノベーションの実現に
向けて―」などの成果を公刊している。https://
www.jst.go.jp/crds/pdf/2016/RR/CRDS-FY2016-
RR-02.pdf 
 （11）吉岡斉『新版 原子力の社会史―その日本的
展開』朝日新聞出版、2011年 
 （12）http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-
23-t209-1.pdf参照。なお5期提言は、最初に人文・
社会科学を含めた学術基本法の制定を求めてい
る。それは、科技計画の根拠法である科学技術
基本法が第1条で「科学技術（人文科学のみに
係るものを除く。以下同じ。）」として人文科学
を排除しているからである。だが、5期提言は
「そもそも論」に立ち戻っているため、政府の
出発点とのズレは大きい。その他、5期提言の
興味深い点として「学術のための学術」の重要
性の強調が挙げられる。 
 　なお人文（社会）科学の排除に関連して指摘し
ておくと、2016年1月からの第5期科技計画は、
科研費改革（第5期科技計画、30頁）、大学改
革（第5期科技計画、34頁、49頁）、若手研究
者のポスト問題（第5期科技計画、25頁、49 ―
 50頁）など、人文・社会科学の研究者に直接
影響する内容が含まれている。この人文（社会）
科学が含まれないにもかかわらず直接影響を受
けるというアンバランスな状況が継続している
こともあり、学術会議は、5期提言を含めて、
科学技術基本法を学術基本法に改定するべきと
主張している。 
 （13）経団連の提言は、以下を参照。http://www.
keidanren.or.jp/policy/2015/094.html 
 （14）総合科学技術・イノベーション会議第8
回基本計画専門調査会　議事録、1頁、http://
www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kihon5/8kai/
giji0514.pdf 
 （15）「外部機関からの「第5期科学技術基本計画
に向けた提言」」http://www8.cao.go.jp/cstp/tyou-
sakai/kihon5/8kai/sanko1.pdf 
 （16）基本計画では、学術会議への言及も一か所
のみで、「学術会議と連携する」と記されてい
るのみである。 
 （17）http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/
5siryo/5siryo.html 
 （18）この基本計画の策定にかかわる基本問題専
門調査会の構成員に含まれる4名（日本学術会
議会長を含む）は、上述の提言作成メンバーで
もある。提言したメンバーが提言を受ける側に
いるという構造の是非もあろうが、その影響に
ついては不明である。実際、同調査会の議事録
を確認したが、学術会議の提言に触れたメン
バーは一人もいない。ひょっとすると、メンバー
が個別に事務局に対して学術会議の提言を反映
するよう要求したのかもしれないが、証拠はな
い。むろん、5期提言書は「日本学術会議学術
の観点から科学技術基本計画のあり方を考える
大庭弘継　有本建男、佐藤靖、松尾敬子著、吉川弘之特別寄稿　『科学的助言―21世紀の科学技術と政策形成』 132
委員会」の19名もが名を連ねた報告書であり、
個々の委員によって関与の濃淡が異なることは
予想される。 
 （19）総合科学技術・イノベーション会議・第9
回基本計画専門調査会　議事録、19頁 
 （20）同上・第14回基本計画専門調査会　議事録、
37頁 
 （21）第5期科技計画、53頁 
 （22）第5期科技計画、47頁 
 （23）吉川弘之「研究開発戦略立案の方法論―持
続性社会の実現のために」、3頁、https://www.
jst.go.jp/crds/pdf/methodology/CRDS-FY2010-
XR-25.pdf 
 （24）本書の著者である有本氏と佐藤氏は、科学
的助言も担う構成型科学者の人材育成を提言し
ている提言の著者でもある。CRDS「戦略提言 
エビデンスに基づく政策形成のための「科学
技術イノベーション政策の科学」の構築」2011
年、https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2010/SP/CRDS-
FY2010-SP-13.pdf 
本書評は、科学技術振興機構「政策のための科学」
H28採択プログラム「先端生命科学を促進する先
駆的ELSIアプローチ」、ならびに JSPS科研費
（16H03345）「「信頼」概念に関する国際比較研究：
応用倫理・実験哲学的アプローチ」の研究成果の
一部である。
